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国内航空運賃 ・費用の計量分析
一 政策変更の影響の測定 ～

村 上 英 樹
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V.結 語

1.開 題

我が国の航空業における航空憲法(昭 和45年11月 の閣議了解と47年7月 の運

輸大臣通達)が 昭和60年12月 に廃止されてから,既 に8年 が経過 している。 航

空憲法廃止の意図は,空 港容量の拡大をにらみなが らの路線数の拡大 ,す なわ

ち競争促進であった。 覧

このような政策変更は,競 争促進による経済厚生水準の向上を意図 した,米

国での航空規制緩和に代表される世界的な規制緩和の潮流に応える形で行われ

た1。しか し,航 空憲法体制下より,す でに我が国の航空業では機材の広胴化に

*本 稿 は平成5年9月17日 の日本交通学会関西部会 における筆者の報告の際に利用した,
神戸大学経営学部ワーキングペーパ‐Na9331(表 題 は本稿と同 じ)を 加筆修正 した も

のである。

1)増 井 ・山 内[12],121ペ ー ジ。
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よる規模の経済性がはたらいていたとされ,実 質運賃も低下 していた。 このよ

うな成果を根拠に,硬 直的な規制政策がある程度成功を収めたという解釈 も存

在する2。他方,「昭和61年 の答申は,航 空法という制度的枠組みを変更す るこ

となく,行 政の範囲内で競争促進を求めたもので,(中 略)規 制の影響 が色濃

く残 った市場構造から出発することを前提 とする限り,単 純な競争政策が有効

に機能する可能性はそれほど大きいものではない3。」という見解が示すとおり,

政策変更による航空市場成果の向上は,さ ほど期待されてはいない。

本稿は,こ のような前途不透明とされた政策変更が,果 たして我が国の国内

航空業の費用構造と運賃決定行動に何等かの構造的変化をもたらしたのかを計

量的手法を用いて実証的に解明す ることを目的とする。それと同時に,す でに

幾つかの費用構造に関する研究でとりあげられた規模の繙済性,路 線ネットワー

クの経済性および輸送密度の経済性(以 下密度の経済性)が,運 賃決定行動に

どのように作用するか も合わせて考察する。

豆.予 備 的 考 察

ここでは本稿の目的に関連する諸学説の展開を追 う。 まず,II.1.で は日本

での航空政策変更の引き金となった米国での諸研究の内,と りわけ費用 と運賃

を規制あるいは規制緩和政策と関連付けた諸研究に論及 し,次 に我が国の航空

産業に関する学説をとりあげる。また皿.2.では,諸 学説成果を我が国の航空

産業の分析に応用するにあたって生 じるであろう問題点を考察する。

皿.1.学 説の展開

1938年 に始まったCABに よる航空産業規制は,市 場の失敗を根拠 とした

2)同 上 書,117～118ぺ 亠 ジ。

3)同 上 書,121ペ ー ジ。
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「経済的規制」ではなく,む しろ 「(路線整備を通 じての)公 正」,「安全性維持」

あるいは 「軍事 目的」のための 「質的規制」であったという見解が,1960年 代

より現れた。そして,そ のような質的規制により経済的非効率が生 じているこ

とを理論的 ・実証的に解明するために,さ まざまな産業組織論的視点か らの研

究が行われた4。その中で,航 空業における規模の経済性 にっいて論及 したの

がCaves1962で あった5。しかし,Cavesの 議論 は企業規模と営業費用水準 と

を単に比較 したものであり,市 場をべ一スに生産量と費用水準とを比較 した も

のではなかった。従って,こ の観点からの議論は規制政策批判には必ず しも大

きな影響を及ぼさず,む しろ参入の容易性や競争の有効性が規制政策批判の中

心的議論となり6,そ れらがやがて1978年 の規制緩和政策をもたらすこととなっ

たのである。

その後,航 空業の規制 と規模の経済性をめ ぐる議論 は,規 制緩和後に 「ネッ

トワークの経済性」,あるいは 「密度の経済性」 とい う概念を とりいれ ること

により活発化する。その中で代表的な研究は,米 国の幹線とローカル線企業を

対象としたCaves=Christensen=Tretheway1984(以 下ではCavesetaL),

Gillen=Oum=Tretheway1985(以 下ではGillenetal.),あ るいはMcShan=

Windle1989で ある。

Cavesetal.1984は,運 航地点数,路 線距離,座 席利用率,お よび投入要素

価格一定の下で,ア ウトプットの増加(既 設路線での出発便数の増加)に 対す

る総費用の増加の弾性値が1よ りも小さいときに,密 度の経済性がはたらくと

定義する。同時に,彼 らは航空業における規模の経済性を,出 発便数 と運航地

点数の和の変化率に対する総費用変化率 と考える。すなわち路線距離,座 席利

4)米 国航空産業規制批判の経緯にっいては拙稿[21] ,247～265ペ ー ジを参照。
5)Caves1962は,企 業規模の相違による費用水準差が存在 しないこと,お よびローカ
ル線企業ではむ しろ規模の不経済性がはたらいていることを根拠に ,航 空産業では

規模の経済性ははたらかないと主張する。Caves[7],pp.55-61.を 参照。

6)Keeler[11],pp.124-125.の 解釈による。
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用率,お よび投入要素価格一定 の下で,前 述 の 「総費用の出発便数弾性値

(εy製 に 「総費用の運航地点数弾性値(εp),っ まりネットワークの経済性」

を加えた弾性値の合計(εy+εp)が1よ りも小さいとき,規 模の経済性が は

たらくという。そして,そ の定義を前提として,彼 らは総費用をアウトプット,

投入要素価格,お よび運航地点数の関数と考え,そ の総費用関数を,2次 の項

が導入できる点で密度 ・規模経済性の推定に利点のある トランスログ型で近似

した7。その結果,規 制時代から規制緩和直後の米国内航空業では,規 模の経済

性は必ずしもはたらかないけれども,密 度の経済性はとりわけローカル線で操

業する航空会社で顕著にはたらくという8。

このような総費用関数による経済性の議論は,米 国の航空政策に対 して次 の

ような示唆を与えてきた。例えば規制緩和直後のCaveseta1.1984は,コ ン

テスタブル市場理論を支持することにより,た とえ密度の経済性がはたらいて

いたとして も,伝 統的な規制理論に則って,参 入あるいは価格規制を行 うこと

に疑問を投げかけた9。また,後 コンテスタビリティの不成立が議論され るよ

うになってからのMcShan=Windle1989は,ネ ットワークの経済性を阻害

する空港制約を緩和するために,空 港容量の増加を主張す る10。っま り,政 策

7)Cavesetal.[6],pp.473-475.

8)Ibid.,pp.483-485.密 度 の経 済 性 に よ り,便 数 密度 の 希 薄 な ロ ー カ ル 線 企 業 の 単 位

あ た り費 用 は,幹 線 企 業 の そ れ よ り も45%高 くな る と い う 。 ま た,Gilleneta1.

1985とMcShan=Windle1989も,基 本 的 に はCavesetal.1984の 分 析 手 法 を 踏 襲

して い る。GillenetaLは カ ナ ダ国 内航 空 業 を対 象 と しで,密 度 の 経 済 性 が 比 較

的 小 規 模 な航 空 会 社(例 え ば ケ ベ ッ ク航 空 や ノ ル デ ィア航 空)で は た ら く故,そ れ

らの企 業 の 費 用 が相 対 的 に 割 高 に な る こ とを 実 証 した 。Gillenetal.[8],pp.118-

135.を 参 照 せ よ 。 また,McShan=Windle1989は,ネ ッ トワ ー ク の 経 済 性 の 測 定

尺 度 と して 「総 費用 の 運航 拠 点 数 弾 力性 」 の み な らず,「 ネ ッ トワ ー ク化 率 」 を 導

入 して い る。 そ れ は あ る航 空 会 社 が拠 点 とす る空 港 の 内,連 結 路 線 数 の 多 い 上 位3

%の 空 港 か らの 出発 便 数 の 割 合 で あ る と定 義 さ れ る 。 そ して ハ ブ ア ン ドス ポ ー ク化

率 の+1%の 変 化 に 対 す る 総 費 用 の 変 化 は 一 〇.1%で あ る と い う 。1VlcShan=

Windle[13],pp.211-223.

9)Cavesetal.,op.cit.,pp.483-484.

10)McShan=Windle,op.cit.,pp.223-226.
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提言としては,厚 生水準決定関数を用いたBaileyetai.1985以 降の研究u

とほぼ同 じような政策提言を行ってきたと解釈できる。

以上のように,規 制緩和以降の費用関数を用いた規模の経済性の讒 侖は,ネ ッ

トワーク要素や便数密度要素を新たに包摂する形で展開 された。一方Bailey

etaL1985以 降の諸学説 も,次 第にネッ トワーク要素を運賃決定関数に組み

込むようになった。その代表的なものは,米 国国内線の直行便都市間市場を対

象としたHurdleetal.1989あ るいはBrueckneretal.1992で ある。Hurdle

eta1.1989は 運賃(イ ール ド)決 定関数において大きな説明力を持っものは

費用要因であるとした上で,路 線距離(一)や 平均機材規摸(一)と いった従

来か ら供給側の要因とされていた要素のみならず,座 席利用率(一)と 需要密

度(有 償旅客数,一)も 費用要因 として導入す る(括 弧内は運賃への予想影響

力の符号)。 このうち平均機材規摸は規模の経済性の,ま た需要密度は範囲の

経済性12の運賃への影響力を見るものである13。

また,Brueckneretal.1992も,全 米267空 港にかかわる路線を23428の4セ

11)学 説の系譜に関 しては拙稿[22] ,5～6ペ ー ジを参照。Baileyetal.1985以 下 の
主な学説は,コ ンテスタブル市場理論 に基づき,集 中度と運賃(ま たはそれに代わ

る厚生水準評価尺度),あ るいは現実的 ・潜在的参入と運賃との間の因果関係を求

め,最 終的には空港制約,合 併,CRS,常 顧客優待制度(FFP)な どのコンテ

スタビリティ阻害要因の弊害を克服するための政策提言を行 ってきた。Baileyet

al.[1],pp.156-171.,Morrison=Winston[15],pp.55-65.,Moore[14] ,pp.16
-23 .,あ るいはMorrison=Winston[16],pp.389-393 .を見 よ。

12)原 語 はEconomiesofScopeで あ る。ここでの場合 ,費 用の逓減をもた らす結合
生産 とは宣伝広告や空港施設であり,そ れによる需要の増加が旅客あた り費用の低

下に結び付 くとHurdleetal.は 考 えている。Hurdleetal.[9],pp.123-124.
13)こ れ らの内,平 均機材規模と需要密度はOLSで の推定の結果,運 賃 に対 して負の

影響力を持っという仮説は棄却された。なお運賃決定関数にはこの他 にも集中度 や

潜在的競争者,コ ミューターの存在の有無,ス ロット制約の有無等の要因が取 り入

れ られている。最終的な結論は完全なコンテスタビリティは成立しないこと,お よ
び規模の経済性 と範囲の経済性による参入阻止の影響を受けない場合には潜在的競

争者は運賃引 き下げ圧力を持っ,と い うことで ある。Hurdleetal,op.cit .,

pp.128-137.
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　る

グメント市場 と6319の2セ グメント市場に分割 し,ネ ッ トワーク形成 と運賃

との因果関係を実証 している。それによれば,「4セ グメ ント市場内の需要量

の増加」 と 「あるハブアン ドスポーク内の,あ る4セ グメント市場の需要量シェ

アの増加」 は,共 に運賃に対 して負の影響力を持っという。その原因 は,ネ ッ

トワークの形成による需要量の増加が,旅 客あたり運航費用を低下させ るか ら

である15。

ところがこのようなネ ットワークの概念は,従 来の運賃決定関数における需.

要側の要因 と供給側の要因の境界を不明瞭にし,運 賃決定関数の導出を困難 に

する。その原因 となるものは 「ネットワークの外部性」であ る16。榊原1990

は航空会社のハ ブアンドスポークの形成を例に挙げて,ネ ットワーク形成の経

済効果が 「ネットワーク形成利便性向上(正 の外部性)→ 需要量の増加17」 を

通 じて需要側へ影響すると共に 「需要量増加→座席利用率の向上,機 材の大型

化,運 航頻度の増加による機材の効率的運航→単位あたり費用の低下」を通 じ

て供給側にも影響す るとしている。一方で榊原教授はネットワークの形成は参

入障壁 となり,「独占スラック」が生 じる可能性を示唆 している。っまり,ネ ッ

トワーク効果は需要側の要因か,あ るいは供給側の要因かといった分類上の問

14)4セ グメント(都 市間)市 場とは,あ るノンで・ブ空港か ら出発 し,ハ ブ空港で乗 り

継ぎを行 って目的地に至 る旅程の往復(RoundTrip)を い う。またニューヨーク
eシ カゴ間のような大都市間の直行便路線の往復旅程を 「2セ グメント市場」 と定

義 している。仮説では,2セ グメント市場よりも需要密度の少ない4セ グメン ト市

場において,需 要密度の増加 に伴 う旅客あた り費用の低下効果が大 きいという。

Brueckneretal.[5],pp.312-314.

15)こ のようなネットワーク形成による費用低下効果は,合 併問題にも示唆を与える。

すなわち,彼 らは合併を懸念 しながらも,あ る程度の競争者が存在すれば,合 併 に

よる反競争的な圧力よりも,ネ ットワーク形成による費用低下圧力が強 くはた らき,

運賃が低下するかもしれないという。Ibid.,pp.328-332.

16)あ る財のユーザーの効用が,同 一財を消費する他のユーザー数の増加 とともに増加

する場合,ネ ットワークの正の外部性がはたらく。Katz=Shapiro[10],p.424.

17)Borenstein1990は,空 港支配 により行われる航空会社の様々なマーケテ ィング ・

デバイス(FFPや,自 らの航空券を多 く販売 した代理店に対す る報奨)に より,
一層顧客を吸引できるという

。その程度 は競争者数に依存する。Borenstein[3],

pp.343-365.,あ るいはBorenstein[4],pp.400-404.
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題のみならず,運 賃低下効果を持っのか,あ るいは上昇効果を持っのかといっ

た運賃への影響力の予想をも困難にする。米国国内航空業での空港支配の問題

をとりあげたBerry1990は,こ のような影響力予想の困難 さを挙 げて,従 来

か ら行われてきたような余剰分析は,今 後は困難であろうと述べている18。 こ

の考え方に則れば,脚 注13で 述べたHurdleetal.のOLSに よる推定結果

が,必 ず しも良好でなかったように,ネ ットワーク要素を直接取 り入れた運賃

決定関数の構築は困難であると考える。

さて,我 が国の航空業に関する研究の内,規 模の経済性,範 囲の経済性,密

度の経済性,あ るいはネットワークの経済性を中心的な課題としてとりあげた

実証的研究には高橋1985,増 井 ・山内1990,あ るいは吉田 ・澤田1992が ある19。

高橋1985は,1978～83年 の日本の航空6社 について コブ=ダ グラス総費用関

数を想定 し,総 費用の生産量弾力性をもとに,日 本の航空業では企業規摸の経

済性が,と りわけ機材規模の経済性を通 じてはたらくことを実証 した。そして,

その結果を踏まえた上で,も しも規制が存在 しない場合に,小 規模企業が機材

規模の経済性を達成した場合には企業間の費用格差 はな くなるかもしれない,層

という政策的な示唆を行っている2°。また,増 井 ・山内1990も,生 産量(有 効

トンキロ)・機材規模共に実質単位費用を低下させるとしている21。

また,吉 田 ・澤田1992は,Cavesetal.1984の 方法論を踏襲 し,ト ランス

ログ型総費用関数をもとに交通密度の経済性 ,ネ ットワークの経済性,規 模の

18)Berry[2],pp.394-397.そ れ によれば,空 港における市場支配力は運賃を上昇させ

るが,反 面需要の増加が旅客あたり費用を引き下げるという。

19)い ずれも生産量あるいは生産要素価格 と費用 との因果関係を回帰分析を用いて求め

ている。

20)高 橋[18],67～76ペ ー ジ。対象企業は日本航空,全 日本空輸,東 亜国内航空(当 時),

日本近距離航空(当 時,現 エアーニッポン),南 西航空(当 時,現 日本 トランスオー

シャン航空),お よび日本アジア航空である。従って,国 際線のデータが入る。推定

期間は1978～83年 で,パ ネルデータ数は36。

21)増 井 。山内,前 掲書,76～79ペ ー ジ。推定期間は日本航空 が1972年 か ら87年,全 日

本空輸と日本エアシステムが1974～87年 。
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経済性,お よび範囲の経済性を測定 している。その結果規模の経済性を除いて,

それぞれの経済性が概ねはたらくことを実証 している22。

このように,日 本の航空業 において も,規 模の経済性(機 材の大型化による

経済性,生 産量の増加に対す る経済性,企 業規模の経済性),ネ ットワークの経

済性,あ るいは密度の経済性がはたらいている可能性が強い。 しか し,こ れま

での研究では政策変更の影響,あ るいは米国では行われている規模に関 して収

穫逓増をもたらす生産要素(例 えばネッ トワーク要素など)あ 運賃に対する影

響力は未だ測定 されていない状況にある。

皿.2.方 法論適用上の問題

さて,以 下での分析にあたっては,こ れまでの研究成果の幾っかを取 り入れ

ることが必要である。 しか し,方 法論を適用するにあたって,幾 っかの問題が

生 じる。代表的なものは以下のとおりである。

① 市場構造 ・市場行動が日米では異なること。既に述べたように,日 本の航

空市場は,政 策変更前後ともに政府規制を受ける供給寡占市場であ り,し か

もその市場構造は政策により人為的に作 られたものである。従って,規 制緩

和後市場の再寡占化が進んだとはいえ,競 争的な米国の航空市場構造 と日本

のそれとは明 らかに異なるので ,米 国での研究成果と同様の測定結果が現れ

るとは限らない。例えば,政 策変更後の路線進出を例にとってみて も,米 国

の場合には企業の意思で一層需要量の多い市場へ企業が参入を果たしたが23,

日本の場合は企業自らの意思というよりもむしろ政策による路線割当による

進路線進出といった感が強い。

② 数 と質においてデータの制約があること。例えばCavesetal.1984な ど

22)吉 田 ・澤田[19],85～92ペ ー ジ。推 定期間は1980年 ～89年 ,対 象企業は日本航空,全
日本空輸,お よび日本エアシステムの3社 で,パ ネルデータ数 は30。 規模の経済

性は日本航空のみ,ま たネットワークの経済性は日本航空以外ではたらくという。

23)こ れはBaileyetal .1985の 説 に基づ く。拙稿[21],267～272ペ ー ジを参照。
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の トランスログ型費用関数は,推 定式の変数の数が10以 上と多くなる。 しか

し,計 測を可能にしたものは,米 国での研究のサンプル数が100L:1上と,自 由

度を十分高 く保てるほど多いことである24。一方日本の場合には,政 策変更

後の入手可能なデータの期間が短 く,企 業数が少ないから,パ ネルデータを

利用 してもデータ数は非常に限られる。また,輸 送実績 と費用に関す る情報

の中には,国 際線に関するものと国内線のものとが分離 されていない もの も

ある。

③ ネットワークの経済性 と,規 模の経済性 ・密度の経済性 との関連と定義の

問題。既に述べた榊原1990を 解釈すれば,ネ ットワークの経済性 は,機 材

規模の経済性あるいは密度の経済性を通 じての単位あたり費用低下効果であ

る。従って,ネ ットワークの経済性には,機 材規模の経済性と密度の経済性

も同時に包含される。以下では機材規模の経済性,お よび密度の経済性を個

別に測定するために,こ の2っ の経済性をネットワークの経済性 と分離 して

考える。そ してネットワークの経済性を 「路線数の増加による単位あたり費

用の低下」 と定義する25。またCaveseta1.1984に おける規模の経済性は

路線数 と運航頻度とを合計 した,い わゆる企業規模の経済性であ り,有 償 ト

ンキロと総費用との因果関係を求めた高橋1985も 同様である。一方増井 ・

山内1990で 行われた規模と費用との因果関係は,企 業規模で はなく機材規

模の経済性である。以下で規模の経済性を測定するにあたっては,こ の2っ

を区別する。

④ ネットワーク要素の導入による運賃決定関数の符号予測の問題。前節で述

べたように ,ネ ットワークの運賃に対する影響力は,正 ・負両方向が含まれ

るので,運 賃決定関数におけるネットワーク要素の変数の符号は予想で きな

24)例 え ばCaveseta1.1984の パ ネ ル デ ー タ数 は208,Gilleneta1 .1985は117,ま

たMcShan=Windle1989は258で あ る。

25)吉 田 ・澤 田,前 掲 書,89ペ ー ジ と同 じ立場 を と る。
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いo

以下のモデルと計測では,こ の4項 目が考慮される。

皿.モ デルと変数の説明

皿.1.モ デルの構築

前章で述べたようなネットワークの経済効果の運賃に対する影響力の予測不

可能性を克服するために,ネ ットワーク要素を供給側の要因と考えて,路 線数

一旦費用関数の説明変数 として導入す る。次に航空業の運賃がフルコス ト原理

で決定され ると考えるという前提に立 って26,平 均費用推定値 を運賃決定関数

に導入する。これによりネットワークの経済効果の運賃に対する符号予想が可

能になる。

まずはじめに費用の推定モデルを考える。航空会社が投入要素価格に対 して

プライステイカーであるとともに,生 産費用を最小化す るとして,航 空会社の

総費用関数を次のようにコブ=ダ グラス型で近似する。
a° 一一.b

総費用=定 数×(資 本費用)×(可 変費用)

しか し,実 際には機材や空港 ター ミナルなどの固定費用と,運 航に要する固定

費用を厳密に区別するのは困難である。従 って,総 費用関数を次のように考え

る27。
ab

総費用e定 数 ×(資 本用役)×(可 変費用)

厂資本用役」に含まれるものとしては,例 えば年度の航空会社の平均機材規模

(以下機材規模),あ る年度の路線数(以 下路線数),あ るいはあ る年度 におけ

る路線あたりの出発便数(以 下便数密度)を とりあげる。また総費用は営業費

26)航 空 業 の運 賃 が フ ル コ ス ト原 理 に よ わ決 定 され る とい う考 え 方 は,規 制 下 の 米 国 航

空 業 の運 賃 が,平 均 費 用+マ ー ク ア ップで 決 定 さ れ る とい うBaileyetal.1985の

説 に 基 づ く。拙 稿[21],254～256ペ ー ジを 参 照 。

27)Varian,佐 藤 訳[20],187～188ペ ー ジを参 照 。



国内航空運賃 ・費用の計量分析 77

用の内の航空機運航関連費用で,営 業費用から直接航空機の運航に関係 しない

費用(一 般管理販売費,代 理店手数料,そ の他の費用)を 除いた人件費,燃 料

費,機 材減価償去卩費,整 備費,飛 行場費,航 空保険費の合計である。

さて,航 空会社 はある年度の投入要素を最適に組み合わせて輸送サー ビスの

生産を行うと仮定す る。その生産量を有償座席キロとし,総 費用関数の両辺を

生産量で除せば,次 のような平均費用関数が得られる。

(1-a-b)/(a+b)平均費用=定 数×生産

なお,定 数は投入要素価格の関数で一定とする。ここで ,も しもa+b>1

であれば,投 入要素価格一定の下で,生 産量の増加に対 して平均費用が逓減 し,

規模の経済性がはたらく。すなわち,こ の平均費用関数の両辺に対数を取 り,

規模の経済性がはたらく場合には,次 のような平均費用関数と符号条件が得 ら

れる。

(1)平 均費用ef(一 生産量)

さらに,前 述の資本用役の,平 均費用に対する直接的な影響力を見るために総

費用関数の両辺を生産量で除 して,次 の3種 類の平均費用関数を考える。

(2)平 均費用=f(一 機材規模,+平 均可変費用)

(3)平 均費用=f(一 路 線 数,+平 均可変費用)

(4)平 均費用ef(一 便数密度,+平 均可変費用)

なお,第(2)式 は 「機材規模の拡大による経済性」を検証す るための推定式

で,第(1)式 と区別す るため,こ こでは機材規模 の経済性と呼ぶ こととす る。

一方,第(1)式 は企業規模の経済性の推定式 と呼ぶ こととする。さらに第(3)式

はネットワークの経済性を,ま た第(4)式 は密度の経済性を検証するための推

定式である。資本用役の符号条件はそれぞれ規模に関して収穫逓増の場合であ

る。それぞれの経済性 は次のように定義される。

第(2)式:あ る都市間市場で単一サー ビスを提供する航空会社の平均的な機材

規模の拡大が,投 入要素価格一定の下で平均費用を低下させるとき,こ れを規
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模の経済性とする。

第(3)式:単 一サービスを提供する航空会社の操業路線数 の増加が,投 入要素

価格一定の下で平均費用を低下 させるとき,こ れをネットワークの経済性 とす

る28。

第(4)式:あ る航空会社の効率的運航 は,他 路線への進出のみ ならず,同 一路

線での出発便の増加によっても達成される。すなわち,単 一サービスを提供す

る航空会社の路線あたり出発便数の増加が,投 入要素価格一定の下で平均費用

を低下させるとき,こ れを密度の経済性 とする。

なお,そ れぞれの経済性を別々の推定式で計測する理由は,上 述の榊原1990

のネットワーク効果の因果連鎖の概念に基づき,変 数間の相関を回避す るため

である。実際に,以 下の実証分析で利用するデータか ら機材規模,路 線数,お

よび便数密度間の偏相関係数をとれば,表1の ような結果が得 られた。

(表1)変 数間の相関

機 材 規 模 路 線 数 便 数 密 度

機 材 規 模 1

路 線 数 一 〇
.751 1

便 数 密 度 i:一. 一 〇
.657 i

次に,運 賃決定関数を次のように考える。

運賃=f(+平 均費用((1)～(4)式での推定値),+座 席利用率,+集 中度)

28)「 ネ ットワークの経済性」は,あ る路線の増加が当該路線とそれに連結 される他の路

線の需要をも増加させ,そ れが最終的に旅客あたり費用の低下を もたらす讐とい う

考え方である。ところが,こ こでいうネットワークの経済性は需要側 の要因を考慮

していない。従 って,こ れは厳密な意味でのネットワークの経済性 ではな く,路 線

数増大による経済性である。あるいは範囲の経済性における 「結合生産」 を,複 数

路線での操業 と定義すれば,こ こにおけるネットワークの経済性は,あ る意味で範

囲の経済性であるともいえる。
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フルコス ト原理で運賃が決定されると仮定 した場合,平 均費用 と運賃とは正

の因果関係を持っ。また座席利用率は景気変動の運賃 に対する影響力を見るも

ので,運 賃 とは正の因果関係を持っと仮定する。

また,集 中度 は航空憲法廃止後の運賃決定に対する市場支配力の変化を見 る

ものである。規制緩和後の米国での例では,集 中度は運賃と正の因果関係を持

つから,コ ンテスタビリティは必ずしも成立 しない。 しか し,新 規参入後の競

争 による集中度 の低下が運賃の低下をもた らすか ら,規 制緩和後 の状況 は

"W
orkabllyContestable"で あるとされている。我が国の場合でも航空憲法

廃止後の路線参入条件の緩和後の トラッキングの増加により有償座席キロの集

中度が低下 している。これによって実質運賃が低下す ると仮定する。

以上のモデルを用いて,

① 規模の経済性,ネ ットワークの経済性,お よび密度の経済性が我が国の航

空業で存在するのか。

② 上記①の3っ の経済性に対 して政策変更が構造的変化を もたらしたのか。

③ 平均費用,集 中度,お よび座席利用率が運賃決定にどの程度影響力 を持 っ

のか。

④ 上記③の3要 素の運賃決定への影響力が,政 策変更後に変化 したのか,ま

た変化があったとすれば,そ れは政策変更後のどの時期であったか。

という4点 にっいて,政 策変更前後の期間で検証 し,政 策変更の意義を問う。

皿.2。 データと変数の説明

実証的研究を行 うにあたっての推定期間は1980～91年 であり,対 象企業 は日

本航空,全 日本空輸,お よび日本エアシステム(旧 東亜国内航空)で ある。従っ

てパ ネルデータ数は36で ある。推定期間の内,後 半6力 年 は政策変更後の状況

を説明するもので,各 年度にっいて係数と定数項に対 しダミー変数を導入 して

産業の構造変化を比較検討する。データの出所 は財団法人 日本航空協会 「航空
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29

統計要覧」の国内線旅客輸送のデータ と経済企画庁調査局編 厂経済要覧」 で

ある。

次に利用する変数を次のように定義する。ただ しこれ らは指数で,全 て1979

～81年 の全日本空輸の平均値を100と する。また,実 測値の推移を表1に 示す。

F:各 航空会社の年平均実質イール ド指数。旅客収入を有償座席キロで除

し,さ らに消費者物価指数で除 したもの。

ASK:各 航空会社の年間有効座席キロ指数。

RSK:同 有償座席キロ指数。

AC:各 航空会社の年間総費用(皿 一(1)モ デルの構築を参照)を 消費者物

価指数で除し,さ らに年閤有償座席キロで除 した指数。

AVC:年 間総費用から航空機減価償却費,航 空保険費,お よび飛行場費を除

き,そ れを消費者物価指数で除 し,さ らに年間有償座席キロで除 した

指数。

SIZE:各 航空会社の年平均機材規模指数で,各 企業の年間総有効座席 キロを

年間運航距離で除 したもの。距離あたり有効座席数を表す。

MKT:各 航空会社の年度毎の運航路線数の指数。臨時休止路線は除 く。

DNS:各 航空会社の路線あたり出発便数の指数。

LF:各 航空会社の年平均座席利用率(=RSK/ASK)指 数。

STR:各 年度毎の有償座席キロのハーフィンダール指数。

D:航 空憲法廃止後の産業の構造変化を見るダ ミー変数で,1986～91年 に

っいて各社で1,他 の年度は0。

ANA:パ ネルデータを固定効果モデルで推定するに当たっての企業ダ ミー変

数で,各 年度の全日空にっいて1,他 は0。

JAS:上 に同 じく,日 本エアシステムにっいて1,他 は0。

29)費 用に関するデータには国際線 と貨物輸送のものが含まれる。
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JLD1985年8月 の 日航機墜 落事 故 ダ ミー変数で,1985年 の 日本航空 と全 日

本空輸 にっいて1,他 は0。

QWT・ イ ラクの クウェー ト侵 略によ る燃料価格上昇を反映 した ダ ミー変数 で

1990年 と91年 につ いて1,他 は0。

次 に,表2に 変数 の実測 値を示す。

(表2)変 数 の実測値の動向.1979～81年 の全日空をgooと した指数。

議,
'80 '85 '90

灘 膝
'80 '85 '90

難轢蓬 :・1 70.3 67.1 驫糶 一.. 50.5 63.0
'

N、 105.9 100.7 105.4 籔戀霞 100.3 120.0 142.1

貔鶏 127.9 110.1 105.4 鑛蟠 20.1 35.6 49.0

饑 難
'80 '85 '90

灘.
'80 '85 '90

鑾簸變 409 38.8 696 鐸灘蓬 386 as.s ..

甕繍纛 .; is 150.4 韈繍 醸 102.4 102.2 126.9

轟難 21.1 32.5 51.5 S 248 31.7 40.8

鐵嬢
'80 '85 '90

戀纏
'80 '85 '90

靆羅鑾
..

586 63.2 靆鐵彎 39.6 262 27.9

難糠鑠 102.1 85.2 893 灘繕鬻 102.5 861 92.1

覊欝 123.3
...

83.3 靉濺蠶 23.9 27.2 298

飆繊
'80 '85 '90

鍵癒
'80 '85 '90

鸚轢 969 67.5 40.1 謹難戀 166.2 193.2
.,

灘魏養 104.3 79.4 61.3 戴潤轟 996 118.7 135.7

覊醗 113.4 83.7 57.8 覇欝 41.1 62.3 .;

鸞獲鬣
'80 '85 '90

b
'80 '85 '90

鑾鏤鑓 16.5 17.9 289 繹欝聾 135.2
う

114.0 952

鐵織震 99.1 97.7 92.2 戮掘欝 11 99.7 100.0

鸚醸 99.1 908 894 饕譲鬱 ・ 67.4 79.4 80.9
1,; '钁'騰 '80 '85 '90

騰 黛1100.5 96。6 866

876 76.6 110.2鑷難

嫁難濺 97.7 ・11 105.6

護钁謹 104.4 91.1 1048

(「航空統計要覧」 と 「経済要覧」 よ り筆者 が作成。)
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IV.計 測結果と評価

計測の手順は以下のとお りである。 まず(1)～(4)で は平均費用関数を自然対

数形で推定 し,我 が国の航空業 における,企 業規模の経済性,機 材規模の経済

性,ネ ットワークの経済性,お よび密度の経済性の存在の有無,並 びに政策変

更の影響の有無を検証する。

さらに(5)～(8)式 は,(1)～(4)の 各々の平均費用推定値を用いて測定 した運

賃決定関数推定式である。斜体字は推定値,RB2は 自由度修正済み決定係数,

SEは 標準誤差,括 弧内はt値 で,そ れぞれa=1%,b=5% ,c=10%,d=

20%で 有意であることを示す。なお,ダ ミー変数の内で,t値 が20%で 有意で

ないものは表記を省略 した。

(1)企 業規模の経済性

Ln(AC)=7.270‐{0.738-0.149(D)-0.172(ANA)-0.482(JAS)}Ln(ASK)

(13.707a)(-5.456a)(3.250a)(7.748a)(3.632a)

-1
.710CJAS)-0.763(D)......................................................Ql

(-3.290a)(-3.897a)RB2=0.9305E=0.056

Ln(AC)=5.186‐{0.202-0.146(D)-0.086(ANA)-0.087(JAS)十 〇.025(JLD)}

(38.542a)(-5.925a)(4.399a)(12.614x)(12.720a)(-2.257b)

xLn(RSK)-0.880(D)......................................................○

(-6.240a)RB2=0.9195E=0.060

①式は生産量を有効座席キロとした場合の推定式である。また②式は有償座

席キロとした場合であり,両 式とも増井 ・山内1990と 同様説明変数は生産

量のみで推定 した30。両式か らいえることは,政 策変更前では日本航空,全

日空,お よび日本エアシステムの3社 とも生産量の増加に対 して平均費用が

低下 し,か っ弾性値は企業規模が大きいほど大 きいということである。従 っ

30)増 井 ・山 内,前 掲 書,78ペ ー ジ。
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て,企 業 規模 の経済性 が存在 す る可能性が強 い。 しか し,政 策 変 更 の影響 を

表すLn(ASK)とLn(RSK)の 係 数 ダ ミー変数Dの 値 は両式 と も正 で あ る

か ら,政 策変 更後 はむ しろ企業規模の経済性 が弱 くな って いる。 しか も② 式

を見 る限 り,全 日空 と 日本 エ アシステムで は,む しろ 「規模 の不経 済性」 に

転 じて いる。

さて,年 間総有 効座席 キ ロ,有 償座席 キ ロは,共 に機 材 規模,路 線 数,運

航回数,お よび運 航距離 の要素 を含む。従 って,と りわ け政策 変更 前 に はた

らいて いた企業規模 の経済性 は,こ れ らの要素 の経済性 によ って もた らされ

たと考え られ る。 そ うす ると,こ れ らの要素 に対 す る政策 変更の影 響 は,や

は り(1)式 の結 果同様経済性 を抑制す る方 向にはた らくことが,以 下 の(2)～

(4)式 で も予想 され る。

(2)機 材 規模 の経済性

Ln(AC)=2.558‐{0.077-0.011(D)‐0.320(ANA)}Ln(SIZE)十{0 .518

(7.983a)(‐1.918c)(2.134b)(3.490a)(12.806a)

-0
.011(QWT)}Ln(AVC)-1.437(ANA)

(-3.117a)(-3.294a)

RB2=0.9845E=0.026

(2)式 を み ると,政 策 変更以前で は 日本航 空で機材 規模 の 経済 性 がは た らい

て いたけれ ど も,弾 性値 は小 さい。 また(1)式 の 結 果 と同 様,政 策 変更 の影

響を示すLn(SIZE)の 係 数 ダ ミー変数Dの 符 号 は正 で あ るか ら,機 材 規模 の

経済性 も政策変更後 は弱 まって いる。Ln(SIZE)の 係 数 ダ ミー変数 の内,日

本 エア システムの もの は有意で はなか ったけれ ども31,全 日空 の場 合 には政

策変更以前か ら機材規 模の不経済性 がはた らいて いたことが わか る。

(3)ネ ッ トワークの経済性

Ln(AC)=2.679‐{0.152-0.099(D)-0.078(ANA)}Ln(MKT)十{0.499-0.246(D)

31)ダ ミー変 数JASの 係 数 は+o.013,t値 は1.245。
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(11.686x)(-3.414a)(-3.104a)(4.637a)(11.662a)(-3.007a)

-0 .009(QWT)+0.179(JAS)}Ln(AVC)+0.681(D)-0.419(JAS)

(-3.176a)(5.535a)(2.549b)(-2,983a)

RB2=0.990SE=0.021

(3)式 の 結果 も傾向 と して は(2)式 と同様 であ る。す なわち,政 策変更前後で,

幹 線 のみで操業す る日本航空 で はネッ トワークの経済 性がはた らいていたけ

れ ども,幹 線のみ な らず ローカル線 での操業 も多 い全 日本空輸 で は,相 対 的

に平 均費用の ネ ットワーク弾性値が小 さい ことがわか る。 さ らに政策変更以

降 には,日 本航空 で弾性値 が一層小 さくな り,更 に全 日本空輸で はネットワー

クの不経済性が発生 して いる。

(4)密 度 の経済性

Ln(AC)=1.788‐{0.001-0.124(D)-0.212(ANA)}Ln(DNS)十{0.604-0.125(D)

(8.503x)(-0.008)(1.967b)(2.829a)(7.253a)(-1.827c)

-0
.197(ANA)-0.009(QWT)}Ln(AVC)・ ….............................(]

(-2.345b)(-2.800a)

RB2=0.990SE=0.021

(4)一 ① 式で は,密 度 の経済性 が はた らいて い るか ど うか は判 断 で きな い。

しか し,総 費用の輸送密度弾力性 をみ るため に,総 費用関 数を 推定 す れば,

次 のよ うな結果が得 られ た認。

Ln(TC)=2.812‐{0.258-0.030(D)‐1.142(ANA)‐1.203(JAS)}Ln(DNS)

(5.845a)(‐2.381b)(4.704a)(2.464b)(4.715a)

+{0.563+0.026(QWT)}Ln(VC)-4.822(ANA)-5.358(JAS)・ ・・…○

(8.762a)(3.791a)(-2.246b)(-4.746a)

RB2=0.996SE=0.037

(4)一 ② 式で は,日 本航 空に関 して は輸送密度 の上 昇 が総費 用 を減少 させて

い る。 けれ ども,全 日空 と日本 エア システ ムで は輸送密度 に対す る総 費 用弾

性 値 はほぼ1で あ り,密 度 の経済性 はほとん どはた らかない。そ の上,政 策

32)総 費 用 関 数 か ら密 度 の経 済 性 を求 め る 方 法 はCaveseta1.,op.ctt.,pp.473-475.

を 参 照 。
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変更は密度の経済性の費用に対する影響力を弱める方向にはたらいている。

以上のように,日 本の航空業の中で,日 本航空のみで企業規模の経済性 ,

機材規模の経済性,お よび密度の経済性が確認 されるけれども,他2社 で は

企業規模の経済性以外は存在 しないこと,お よび政策変更後にはそれ らの経

済性が一層はたらかなくなっていることがわかる。政策変更後にこのような

現象が起 こった理由は,国 内の空港容量の制限から追加的な生産量(例 えば

路線数や運航頻度)の 増加に要する費用が,む しろ増大するか らであろ うと

いうこと,あ るいは政策変更後の路線割当が,競 争による効率性向上を伴わ

ずに,単 に路線数増加による費用上昇のみを伴ったからであると考えられる認。

なお平均費用の平均可変費用弾性値は,全 社で政策変更後に小さくなってい

る。

次に,運 賃決定関数を推定す る。

(5)運 賃決定関数(① 式 は(1一①)の,ま た②式は(1一 ②)の 平均費用推定値

を代入)訓

Ln(F)=-2.643十{0.579十 〇.052(ANA)十 〇.066(JAS)}Ln(Aの 一〇.318Ln(LF)

(‐0.998)(1.718c)(4.122a)(4.981a)(‐0.642)

+{1.275-1.527(D)}Ln(STR)①

33)イ ラク の ク ウ ェ ー ト侵 略 に よ る燃 料 価 格 高 騰 の 影 響 も考 慮 した が ,ダ ミー 変 数 のt値
は有 意 で な い か,ま た は ダ ミー変 数 を導 入 して も経 済 性 の符 号 は変 化 しな か った 。

34)生 産 量 の運 賃 に対 す る符 号 の 予 想 はで き な い け れ ど も,生 産 量 を 直 接 運 賃 決 定 関 数
の 説 明変 数 に導 入 す る と次 の よ う な結 果 が得 られ た。

Ln(F)=1.145‐{0.305-0.110(D)-0.133(ANA)-0.111(JAS)}Ln(ASK)‐{0.532-0.755(D)}

(0.408)(-3,368a)(2.770b)(6.915a)(9.888a)(-2.250b)(2.053b)

xLn(LF)十{1.470‐1.621(D)}Ln(STR)

(2.565b)(-2.088b)RB2=0.9655E=0.042

Ln(F)=-0.217‐{0.189-0.081(D)-0.115(ANA)-0.130(JAS)}Ln(RSK)-0.130Ln(LF)

(-0.070)(-5.664a)(2.4916)(16.335a)(18.545a)(-0.496)

+{1.274-1.570(D)}Ln(STR)

(1.672d)(-1.485d)RB2=0.942SE=0.055

この推定結果における生産量の運賃に対する影響力と,(1)式 を(5)式 に代入 した場

合の影響力に大 きな差異はない(表3参 照)。



86 研 究 年 報XXXX

(1.751c)(-1.621d)RB2=0.953SE=0.050

Ln(F)=-1。525十{0.659十 〇.042(ANA)十 〇。057(JAS)}Ln(、4の 一 〇.142Ln(LF)

(-0.703)(2.779a)(3.903a)(4.940a)(-0.437)

+{0.784-1.314(D)}Ln(STR)..........................................00

(1.321d)(-1.728e)RB2=0.967SE=0.042

(6)同(2)式 の 平 均 費 用 推 定 値 を 代 入 した 場 合35

Ln(F)=4.330十{0.942十 〇.034(ANA)十 〇.046(JAS)}Ln(、4σ)-0.098Ln(LF)

(3.225a)(7.515a)(4.830a)(6.457a)(‐0.415)

-0 .813Ln(STR)

(-1.430d)RB2=0.979SE=0.033

(7)同(3)式 の 平 均 費 用 推 定 値 を 代 入 し た 場 合36

Ln(F)=5,338十{0.952十 〇.031(ANA)十 〇.043(JAS)}Ln(、4の+0.038Ln(LF)

(3.005a)(6.778a)(4.297a)(5.712a)(0.187)

-1 .175Ln(STR)

(-2.337b)RB2=0.985SE=0.028

(8)同(4)式 の 平 均 費 用 推 定 値 を 代 入 し た 場 合37

35)機 材 規 模 の運 賃 に 対 す る直 接 的 な影 響 力 の推 定 結 果 は以 下 の とお り。

Ln(F)=5.724‐{0.429-0.095(D)-0.699(ANA)}Ln(SIZE)‐{0.918-1.203(D)十 〇.031(JLD)}

(3.675a)(-15.363a)(2.795a)(5.485a)(-3.493a)(4.192a)(-4.715a)

xLn(LF)十{1.080-1.109(D)}Ln(STR)-3.091(ANA)

(2.686b)(-3.673a)(-5.056a)RB2=0.9785E=0.034

機 材 規 模 の 運 賃 に対 す る弾 性 値 は,日 本 航 空 の場 合(2)式 の 平 均 費 用 推 定 値 を(6)式

に代 入 した 場 合 の 値 よ り も大 き くな って い る。 しか し全 日空 の 場 合 に 機 材 規 模 の 不

経 済 性 が はた ら いて い る こ と,お よ び政 策 変 更 後 機 材 規模 の 経 済 性 が 一 層 は た らか

な くな って い る点 にっ いて は差 異 は な い 。

36)路 線 数 の運 賃 に対 す る直 接 的 な影 響 力 の推 定 結 果 は 以 下 の と お り。

Ln(F)=0.080‐{0.130-0.078(D)-0.122(ANA)-0.136(JAS)}Ln(MKT)‐(0.004十 〇.020(JLD)}

(0.035)(-1.120)(1.470d)(2.8fila)(3.222a)(-0.008)(-1.784c)

xLn(LF)十1.020Ln(STR)

(1.482d)RB2=0.9505E=0.051

(3)式 の平 均 費 用 推 定 値 を(7)式 に代 入 した場 合 に は得 られ な か った,日 本 エ ア シス

テ ム の路 線 数 の運 賃 に対 す る影 響 力 が判 明 した 。.同社 に 関 して は運 賃 の 路 線 数 弾 性

値 は ほ とん ど ゼ ロ に近 い 。、ま た全 日空 の 場合 と同様,政 策 変 更 後 に は弾 性 値 は小 さ

いが ネ ッ トワ ー ク の不 経 済 性 が は た ら くよ うに な って い る 。

37)便 数 密 度 の 運 賃 に対 す る 直接 的 な 影響 力 の推 定 結果 は以 下 の とお り。

Ln(F)=-2.404+{0.097+0.438(D)十 〇.099(ANA)十 〇.136(JAS)}Ln(DNS)‐{0.841-1.322(D)

(-1.010)(0.629)(2.820a)(17.531a)(11.462a)(-2.096b)(2.901a)

十〇.027(JLD)}Ln(LF)十{2.186‐1.760(D)}Ln(STR)

(-2.407b)(3.147a)(-3.595a)RB2=0.948SE=0.052
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Ln(F)=4,764十{0.943十 〇.031(ANA)十〇.043(JAS)}Ln(Aの 十〇.025Ln(LF)

(3.064a)(7.629a)(4.891a)(6.520a)(0.138)
-1 .029Ln(STR)

(-2.346b)RB2=0.988SE=0.026

(5)～(8)の 運賃決定関数か ら,日 本の航空運賃はフルコス ト原理で決定されて

いることがわかる。また,(5)～(8)式 の結果 と脚注34^37の 推定結果を照合 し

たとき,政 策変更後に企業規模,機 材規模,ネ ットワーク,お よび密度の経済

性が一層はたらかな くな ったこと,も しくはそれらの不経済性がそのまま運賃

決定に反映 されていることが推測される。平均費用推定値を通 じた場合の,運

賃の各説明変数弾性値を表3に 示す。

また,座 席利用率 と集中度の運賃への影響力は極めて不安定である。このよ

うな現象が生 じた原因は,日 本の航空業の市場構造が供給寡占であるといえ ど

も,政 府規制を強く受けているからであると考えられる。従 って産業として は

景気の動向に敏感に対応するわけでもなく,ま た市場支配力を通 じた運賃決定

が行えるというわけでもない,と 考え られる認。

最後に,政 策変更前後で産業構造に変化があったかどうかについて逐次チ ョ

ウ ・テス トを行 った結果,表4の ホうな結果が得 られた。これを見れば,と り

わけ日本航空と全日空の費用決定関数について,政 策変更後1～2年 の時点で

38)た だ し,脚 注34,35お よび37の 推 定結果では,政 策変更後は座席利用率の運貨に対

する影響力が正に,ま た集中度の運賃に対する影響力がゼロに近 くなっている。 こ

れらの結果を見る限りでは,政 策変更後は運賃決定が一層景気の影響を受 けるよう

になったこと,並 びに運賃決定に対する市場支配力の影響が弱まった ことが推測 さ

れる。
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のF値 がもっとも大 きくなっている。従って,ほ ぼこの時期に政策変更による

産業構造の変化が見られたと判断する。

(表3)説 明変数の実質運賃に対する弾性値

実質運賃(F)

RSK ASK SIZE MKT

讖鑾嬾孅鑞簔 前 後 前 後 前 後 前 後
一 〇
.114
一〇
.032
一〇
.486
一〇
.388
‐o
.ma
一 〇
.Ofi2

一 〇
.144
一〇
.050

写 一 〇.073 十〇.ois
‐o
.ssr
‐o
.zsz 十〇.zss 十〇.aaa 111 十〇.oza

一〇
.074 十〇.ozo

一〇
。183

一 〇
,(ン79 十〇.006ネ 十〇.136*

実質運賃(F)

DNS AVC(2u4)式 平均

靄膿孅 纛鬻轗蒹 前 後 前 後

1刃.001? 十〇.116 十〇.533 十〇.205

鼕+0.199 十〇.317 十〇.319 111:

蜑+0.233* 十〇.671* 十〇.475 十〇.147

(表4)逐 次チ ョウ ・テス トの結果

第(i一 ①)式

(企 業 規 模)

第(2)式

(機 材 規 模)

第(3)式

(ネ ッ トワー ク)

第(4)式

(密 度)

期間 F値 期間 F値 期間 F値 期間 F値

畑 蒹鼕1韈、≡韈 雛鼕 :. 10.677a
'87 ～88 14.768a .. 4.052 .. 4.488

:: 10.132a
'86 ～87 10.699a .... 5.113b ..

6.195b

.. 5.879b
'84 ～85 6.495b :: 1.912 :: 2.059

(推 定 期 間1980～91年,a;1%,b=5%で 有 意 で あ る こ と を 示 す 。)

(な お,表3に おける数値は平均費用推定値Ln(AC)を 通 じた,実 質運賃への間接的な

予想影響力である。また,日 本エアシステムの空欄 は,企 業ダ ミー変数(JAS)が 有意で

なかったために,数 値入力を省略 したことによるものである。また日本 エアシステムの

数値の*印 は,そ れぞれ脚注36と37のLn(MKT)とLn(DNS)の 偏回帰係数。)

V.結 語

標本数が少なく,関 数 も単純であることか ら,必 ず しも断定的なことはいえ

ないけれども,以 上の計測から国内航空運賃 と費用に関 して,次 のような結果

が得 られた。
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① 政策変更前後にわたって,有 効座席キロの増加に対す る経済性は全社で存

在する。しか し有償座席キロの増加に対する経済性,機 材規模の経済性,お

よびネットワークの経済性が存在するのは日本航空のみであり,全 日本空輸

では,政 策変更前ではほぼ規模に関 して収穫一定である。しかも政策変更後

にはむしろ規模の不経済性が存在する。

② 密度の経済性 は,日 本航空でさえ政策前後の期間を通 じて存在するかどう

かは不明である。

③ 規模に関する上記4種 類の経済性は,前 者 とも政策変更後一層弱ま ってい

る(も しくは規模に関す る不経済性が強 くなっている)。

④ 国内航空運賃は,ほ ぼフルコス ト原理に則り決定されている。 しか も,運

賃の平均(運 航)費 用弾力性 は,企 業規模が小 さくなるほど大 きい。

⑤ 上記4種 類の経済性(ま たは不経済性)は,運 賃決定に反映される。

⑥ 景気動向と市場支配力の運賃に対する影響力は不安定であるけれども,政

策変更後には前者の運賃に対する影響力は正,後 者は負の方向に向かってい

ると思われる。っまり,運 賃決定に関 しては政策の硬直性が幾分緩和 された

とみなせる。

政策変更後の規模に関する不経済化の傾向の原因の1っ として,本 稿 におけ

る分析が国際線のデータを含んでいないということが考えられる。国際線のデー

タを含んだ場合,政 策変更後に全 日本空輸と日本エアシステムで見 られた 「不

経済化」 という結果が,あ るいは異なったものになるかもしれない。国際線を

含んだ場合の分析が筆者に課せ られた今後の研究課題である。 しか し,不 経済

化の傾向を導いたもう1つ の原因として考えられるのは,政 策変更後の路線割

当が政策の主導によるものであった,と いうことであろ う39。っまり',航空会

39)例 えば日本航空の1991年 度の国内新規開設路線は秋田～羽田,羽 田～長崎,羽 田～

熊本,大 阪～松山,お よび大阪～鹿児島,全 日本空輸の場合には富山～札幌,松 山
～札幌 ,鹿 児島～札幌,東 京～庄内,お よび大阪～庄内である。いずれもローカル

線への進出である点が,よ り採算性のある路線へと進出 した米国での規制緩和後の

状況とは異なる。
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社にとって一層採算面で魅力的な路線に進出す るというよりもむしろ,企 業間

の利害調整のための路線配分が行政主導で実施 されたと考えれば,費 用面 での

効率性促進 は政策変更の際に必ず しも考慮 されなか ったと思われる40。すなわ

ち,航 空会社の効率的操業を意図して行われた政策変更は,必 ず しもその目的

を達成 していないといえる。また,規 模に関する不経済化を もた らしたもう一

っの原因 として,空 港容量の制約 と高い施設利用料が考え られる。効率性 を考

慮 しない路線割当政策と共に,こ の点に関 して も行政側にとって政策の再考が

求められよう。(1993.9.22)
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